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Ⅰ．事実の概要
Ａ社は、1991年に医師であるX1およびX2によってその職業の遂行のた
めに設立された手段民事会社（SCM, société civile de moyens）であり、
Ｙは、2006年にＡ社の持分の３分の１の譲渡を受けて新たにＡ社の社員
となった者である。
Ａ社を運営するための予算が９万1000ユーロに達すると見積もられた
ため、2008年４月７日に開催されたＡ社の総会において、各社員が2008
年の間、毎週600ユーロをＡ社に支払うことが決定された。同年10月17
日、X1およびX2は、Ｙの支払いが不足していることを非難し、その不足
分を支払うように催告した。Ｙは、最初の事業年度について自らの分担金
の支払義務が免除されていると主張したのに対し、X1およびX2は、免除
はその所得が不足しているという要件を満たす場合に限り有効であり、そ
のことを証明する責任はＹにあると反論した。その後、同年の終わりから
翌年の初めにかけて両者の対立は悪化し、ＹがX1およびX2に対して少し
攻撃的な発言をしたために、X1およびX2はＹの懲戒請求をするに至った。
2009年７月、X1およびX2は、Ａ社の解散を行うことを目的として、通
（1）　Cass. com. 21 juin 2011, no 10-21.928 ; Bull. Joly Sociétés 2011, no 334, p. 670, note 
Jean-François Barbièri ; Dr. sociétés 2011, no 167, note Renaud Mortier ; JCP éd. E 2011, 
1736, note Renéta Marsin-Rose.
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常総会および特別総会を招集したが、Ａ社の定款には会社持分の４分の３
を有する社員が出席しなければ特別総会において決議することができない
旨の定めが置かれており、同月22日に開催された総会にＹが欠席したた
め、同総会では、定足数を欠いていて審議することができない旨の確認が
なされただけであった。また、同年８月４日に同じ文面の通知によって再
び総会が招集されたが、Ｙはこれにより開催された同月19日の総会にも
欠席した。なお、この総会に先立つ同月12日には、ＹがＡ社の事務担当
者を一方的に解雇し、その後自ら事務局を組織している。
以上のような状況において、X1およびX2は、民法典1844-7条５号にも
とづき、Ｙによる債務の不履行と会社の運営を阻害する社員間の不和があ
るとして、正当な理由にもとづくＡ社の存続期間満了前の解散を裁判所に
請求した。これに対し、Ｙは、情報提供が不十分であったことを理由に、
７月22日および８月19日のＡ社の総会においてなされた決議を無効とす
ることを求めた。
原審判決（コルマール控訴院2010年５月25日判決）は、まず、Ａ社の
存続期間満了前の解散については、①事務局を共同で組織できなくなって
いること、②Ｙが分担金を支払っていないこと、③多くの訴訟において当
事者が対立していること、および、④Ｙが自ら欠席した総会の無効を求め
ていることから、Ａ社の運営は「完全にかつ終局的に行き詰まっている」
としてこれを宣言し、会社外の専門的な清算人を選任することが必要であ
ると判示した。
また、同判決は、７月22日の決議については、「総会が、定足数を欠い
ていて審議することができないと確認するにとどめた以上、……決議を無
効とするいかなる利益も存在しない」ことを理由に、８月19日の決議に
ついては、①招集通知の文言から添付書類として計算書類が付されている
と推定されること、②Ｙは1978年７月３日のデクレ40条により会社の本
店において計算書類を閲覧することができたこと、③業務執行報告書がか
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なり明確に計算書類を要約していたこと、および、④Ｙが誠実性と対話の
意思を失いつつあることを表明し、一貫して対立姿勢を崩さなかったこと
を理由に、両決議の無効請求を退けた。
そこで、Ｙは、次の２つの破毀申立理由にもとづいて原審判決の破毀を
申し立てた。
① 　社員間の不和は、それが会社の運営を麻痺させる効果を有しなけれ
ば会社の解散原因とはならないはずなのに、原審は会社の運営の麻
痺を性格づけるのに不適切な理由しか指摘しなかったため、民法典
1844-7条５号に違反している。また、社員間で生じた不和の原因であ
る民事会社の社員は、会社の裁判上の解散を求める正当な理由として
その不和を主張することはできないので、X1およびX2が不和の原因
となっているか否かを検討していない原審は民法典1844-7条に違反し
ている。
② 　７月22日の総会において定足数が欠けていることを確認したこと
によって、８月19日の総会の招集が行なわれている以上、第１の総
会の無効は第２の総会の無効を必然的に生じさせるのに、決議の無効
を求める利益がないことを理由にＹによる第１決議の無効請求を退
けた原審は、民法典1134条に違反している。また、８月19日の総会
の招集の際に必要な添付書類を受け取ったということについてＹは同
総会の２日前に異議を申し立てており、Ｙがあらゆる訴訟の前にその
招集の適法性を争っていなかったという理由で無効請求を退けた原審
は、民法典1134条に違反している。
Ⅱ．判　旨
破毀院（破毀院商事部2011年６月21日判決）は、次のように述べてＹ
による破毀申立てを退けている。
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（１）第１の破毀申立理由について
原審判決は、Ａ社の費用についてのＹの負担に関するX1およびX2とＹ
との対立が、懲戒手続を行うことを決定したＡ社の社員に対してＹが少し
攻撃的な発言をしたことによって、2008年の終わりに悪化したことを示
した後、３人の実務家の間で設立されたＡ社の運営が完全かつ終局的に行
き詰まっていることを確認している。原審判決は、会社持分の４分の３を
集める必要があることが定款によって定められているために、Ｙの欠席に
より特別総会を開催することができなくなったことを示している。原審判
決は、事務局を共同で組織できなくなっていること、Ｙがその分担金を支
払っていないこと、かなり長期になることが確実で、費用がかかる多くの
訴訟において当事者が対立していることを付け加えている。原審判決は、
さらに、Ｙが総会に参加することによる解決を求めずに、欠席し、自ら出
席していない総会の無効を請求していることを示している。これらの事実
にかんがみると、そこから、Ｙによるその債務の不履行と社員間の不和を
理由に、Ａ社の運営が麻痺したことを結論づけ、（第１の破毀申立理由の）
第２の部分についての検討を行った控訴院は、その判決の理由付けを正当
に行った。その破毀申立理由には根拠がない。
（２）第２の破毀申立理由について
一方で、Ｙが控訴院において（第２の破毀申立理由の）最初の部分で述
べた論拠を主張したことは、申立趣意書でも原審判決でも確認することが
できない。
他方で、原審判決は、Ｙが欠席し、自ら出席していない総会の無効を請
求していることを示した後、Ｙが、「一貫して対立姿勢を崩さなかった」
ことを確認している。このようにして、Ｙが集団的決定に参加しないこと
を決定した以上、主張されている瑕疵によってＹに不利益は生じなかった
ことを明示したことにより、控訴院は、その判決の理由付けを正当に行っ
た。
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Ⅲ．検　討
本件では、手段民事会社において、設立時からの社員２名と新たな社員
１名との間で分担金の支払い等を巡る争いが生じたため、前２者が裁判所
に対して正当な理由にもとづく解散の宣告を求めたのに対し、後者はこれ
に反対するとともに総会決議を無効とすることを求めている。
なお、手段会社（société de moyens）とは、自由職に従事する自然人ま
たは法人、とくに公署官および裁判所補助吏の間で設立される会社であ
り、各構成員の職業の遂行に有用な手段を共用し、その活動を円滑に行え
るようにすることを唯一の目的とする会社である（1966年11月29日の法
律第66-879号36条１項）（2）。専門職民事会社（société civile professionnelle）
等の職業会社（société d’exercice）と異なり、手段会社自体がその職業
を行うことはできない（同条２項）。通常は民事会社（société civile）で
あるが、商事会社（société commerciale）の形態をとることも可能であ
る（3）。ここで共用される手段としては、事務所（locaux）のほか、備品
（matériels）、事務局（secrétariat）、会計サービス、情報システムなどが
あげられ（4）、本件におけるＡ社もこれらを共用していたものと推測される。
１．正当な理由による解散宣告
（１）民法典が定める会社の解散事由
すべての会社（民事会社および商事会社）は、民法典1844-7条が掲げ
る８つの事由に該当する場合に終了する。その事由とはすなわち、①会
社の存続期間の満了（民法典1844-6条にしたがって延長された場合を除
（2）　中村紘一ほか監訳『フランス法律用語辞典』（三省堂、第３版、2012年）399頁。
（3）　Yves Guyon, Traité des contrats, Les sociétés, 5e éd., Litec, 2002, no 189, p. 287.
（4）　Maurice Cozian, Alain Viandier et Florence Deboissy, Droit des sociétés, 29e éd., 
LexisNexis, 2016, no 1622, p. 689.
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く）（１号）（5）、②会社の目的の実現または消滅（２号）、③会社契約の無
効（３号）、④社員によって決定される存続期間満了前の解散（dissolution 
anticipée）（４号）（6）、⑤正当な理由にもとづき社員の請求に応じて裁判所
によって宣告される存続期間満了前の解散（５号）、⑥社員が１人である
状態が１年以上継続した場合（民法典1844-5条）に裁判所によって宣告さ
れる存続期間満了前の解散（６号）、⑦資産の不足を理由とする裁判上の
清算（liquidation judiciaire）の終結を命じる判決の効果（７号）、および、
⑧定款が定めるその他すべての事由（８号）である。
この中でも特に問題となるのが民法典1844-7条５号の解散事由であ
る（7）。同号は、「正当な理由（justes motifs）」による場合の例として、
「社員によるその債務の不履行（inexécution de ses obligations par un 
associé）」の場合と、「会社の運営を麻痺させる社員間の不和（mésentente 
entre associés paralysant le fonctionnement de la société）」の場合を挙げて
いる（8）。これらの要件は択一的であり、いずれかの要件が満たされれば解
散を宣言するのに十分であるが（9）、本判決ではいずれの要件も満たされて
いることが確認されている。
（２）社員による債務の不履行
裁判上の解散を認める「正当な理由」としての「社員によるその債務
（5）　会社の定款には、99年を超えない会社の存続期間（durée de la société）を規定しな
ければならない（民法典1835条、1838条）。
（6）　株式会社では、存続期間満了前の解散は特別総会によって宣言される（商法典
L.225-246条）。民事会社については、特に存続期間満了前の解散決議の要件等を定
める規定が置かれていないため、他の決議と同じく、定款に定めがあればその定め
に従い、定款に定めがなければ社員の全員一致によって決定される（民法典1852条）。
（7）　解散の訴えは、商事裁判所の管轄に属する（商法典R.210-15条）。
（8）　これらは例示列挙であり、このほかにも、会社の目的が違法になる場合、自己
資本が減少してかなり少額になる場合、経営が永久に赤字になると考えられる場
合など、会社経営の継続が困難であって、この困難が会社の利益を害するほど大
きい場合が、解散宣告の正当な理由になると考えられている。Michel Germain et 
Véronique Magnier, Les sociétés commerciales, Traité de droit des affaires de Georges 
Ripert et René Roblot, tome 2, 21e éd., LGDJ, 2014, no 1618, p. 116.
（9）　Mortier, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）. 
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の不履行」は、債務不履行の場合に契約が解除される旨を定める民法典
1217条（10）を、会社の場合に適用したものと理解されている（11）。労務出資に
おいて、社員が約束された労働を行うことができない場合などがこれに
あたる（12）。解散の理由とされるのはあくまでも社員としての債務の不履行
であり、社員である業務執行者がその職務を遂行する際に過失があって
も、これ自体は解散の理由とならない（破毀院商事部1966年６月20日判
決（13））。
本件では、社員総会において全社員が毎週一定額の分担金を支払うこと
が決定されていた。社員の債務負担を追加するには全社員の同意が必要で
あり（民法典1836条２項）、本件のＹもこれに同意していたものと思われ
る。社員であるＹがその債務を履行していなかったのであるから、この要
件は当然に満たされているということになる（14）。
（３）会社の運営を麻痺させる社員間の不和
裁判上の解散を認める「正当な理由」としての「社員間の不和」は「会
社の運営を麻痺させる」ものでなければならないから、その意味で社員間
の不和は解散宣告の必要条件であって、十分条件ではない（15）。例えば、社
（10）　2016年２月10日のオルドナンス第2016-131号による民法典改正前の1184条１項。
改正後の民法典1224条は、解除が可能な場合を「かなり重大な不履行の場合」に限
定している。
（11）　Germain et Magnier, op. cit. （note 8）, no 1618, p. 116 ; Marsin-Rose, note sous Cass. 
com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1） ; Jean-Paul Valuet et Alain Lienhard, Commentaire, 
Code des sociétés, Édition 2017, 33 éd., Dalloz, 2016, p. 103.
（12）　Philippe Merle, Droit commercial, Sociétés commerciales, 20e éd., Dalloz, 2016, no 137, 
p. 150.
（13）　Cass. com. 20 juin 1966, Bull. civ. 1966, III, no 313.
（14）　この解散事由が適用される機会はほとんどないため、本判決はかなり珍しい例と
して紹介されている。Merle, op. cit. （note 12）, no 137, p. 150.
（15）　原告は、社員間の不和が会社の運営を麻痺させたことまで立証しなければならな
い。Marsin-Rose, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）.「会社の運営を
麻痺させる」という要件については、正当な理由の要素といえることから、他の理
由により裁判上の解散を認める場合にもこの要件を課すべきことが主張されている。
Mémento pratique Francis Lefebvre, Sociétés commerciales, Édition 2017, 48 éd., 2016, 
n° 86131, p. 1545.
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員間に重大な不和があり、これにより会社経営を行うことができない場合
であっても、会社の運営を麻痺させていなければ、解散宣告はなされな
い（破毀院商事部2013年３月19日判決（16））。この点につき、破毀院第３民
事部2011年３月16日判決（17）は、社員間に存する不和およびその結果とし
てのアフェクティオ・ソキエタティス（affectio societatis）（18）の消滅が、会
社の運営を麻痺させるに至って初めて解散の正当な理由となると述べてい
る。
また、社員間に不和があり、それが会社の運営を麻痺させていても、裁
判官に対して解散宣告を求める者がその不和の原因となっていた場合に
は、解散宣告は認められない（破毀院第１民事部1990年４月25日判決（19）、
破毀院商事部1992年６月16日判決（20）など）（21）。
本判決は、①社員であるＹが他の社員に対して少し攻撃的な発言をして
関係が悪化したこと、②Ｙの欠席によって会社持分の４分の３を集める必
（16）　Cass. com. 19 mars 2013, Rev. jurisprudence de droit des affaires 2013, no 533. 同判決
は、業務執行者が、自らとその配偶者が有する過半数の議決権を利用してその利益
のために行動することによって会社経営が不可能になったという事実から、「会社の
運営の麻痺」を認めた原審判決を破毀している。また、破毀院商事部2010年３月23
日判決（Cass. com. 23 mars 2010, Rev. sociétés 2011, p. 163）は、通常の運営が不可
能であることが証明されない限り、休眠中の会社であるという事実は解散宣告の正
当な理由にならないという。
（17）　Cass. 3e civ. 16 mars 2011, Bull. Joly Sociétés 2011, p. 471, no 259. 
（18）　アフェクティオ・ソキエタティスとは、協働しようとする意図（intention de s’
associer）のことである。会社について定義する民法典1832条はこのような要件を規
定していないが、一般に、アフェクティオ・ソキエタティスがなければ会社は存在
することができないものと解されている。Merle, op. cit. （note 12）, no 57, p. 73.
（19）　Cass. 1re civ. 25 avril 1990, Bull. civ. 1990, I, no 87.
（20）　Cass. com. 16 juin 1992, Bull. Joly Sociétés 1992, p. 944.
（21）　請求者が不和の原因である場合に解散宣告が認められないことを前提として、
破毀院商事部1996年２月13日判決（Cass. com. 13 février 1996, Bull. civ. 1996, IV, no 
49）は、不和について当事者のいずれに責任があるのか決定することができない場
合にも、裁判官は解散宣告をすることができるという。また、破毀院商事部2014年
９月16日判決（Cass. com. 16 septembre 2014, Bull. civ. 2014, IV, no 129）は、解散宣
告を請求した社員が不和の原因であるという状況は、不和が解散の正当な理由とな
ることの障害となりうるが、このことは請求の受理可能性とは無関係であるという。
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要がある特別総会を開催することができなくなったこと（22）、③事務局を共
同で組織できなくなっていること、④Ｙが分担金を支払っていないこと、
⑤多くの訴訟において当事者が対立していることを挙げて、「社員間の不
和」が「会社の運営を麻痺させていた」と判断した原審判決を正当とし
た。なお、本判決は、X1およびX2が不和の原因であり、そのような者に
よる解散請求は認められないというＹの破毀申立理由については直接判断
していない。①～⑤の事実から、会社の運営が麻痺した原因がＹにあるこ
とは明白であり、それゆえ不和の原因はＹにあったと判断したものと思わ
れる（23）。
（４）正当な理由の審査
判例上、会社の存続期間満了前の解散についての正当な理由に該当する
か否かは、事実審裁判官の専権的な評価に服し、それゆえこれを破毀申
立てによって争うことはできないと考えられていた（破毀院第１民事部
1994年５月18日判決（24）、破毀院商事部1996年２月13日判決（25）など）。
しかし、本判決において破毀院は、正当な理由、特に会社の運営を麻痺
させる社員間の不和に関する事実審裁判官の評価について詳細に検討して
おり、従来の判例の立場よりも一歩踏み込んで、その理由を実際に審査す
ることを望んでいるようにも思われる（26）。このような破毀院の姿勢につい
ては、解散を宣告する裁判官が会社の運営の麻痺を確認すべきであり、事
実審裁判官によって示された解散理由を破毀院が審査するのは当然である
（22）　前述したように、民事会社の社員総会の決議は、定款に定めがあればその定めに
従って行われるから（民法典1852条）、Ａ社の定款には、１回目の招集について定足
数を会社持分の４分の３とする特別総会に関する規定のほか、普通総会に関する規
定が置かれていたものと推測される。
（23）　Marsin-Rose, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）.
（24）　Cass. 1re civ. 18 mai 1994, Bull. Joly Sociétés 1994, p. 841.
（25）　Cass. com. 13 février 1996, op. cit. （note 21）.
（26）　Barbièri教授によれば、破毀院商事部は、控訴院が取り上げた解散理由の妥当性に
ついて、「軽いコントロール」を行うことを欲しているという。Barbièri, note sous 
Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）, p. 671.
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として、これを評価する見解がある（27）。
２．総会に参加しなかった社員による総会決議無効の訴え
（１）総会の招集手続の瑕疵とその決議の無効
民事会社における社員総会の招集手続については、1978年７月３日の
デクレ第78-704号（28）が定めている（29）。社員には総会開催の15日前までに書
留郵便が送付され、その書留郵便には、他の書類がなくても案件の内容と
範囲が明確に理解できるような方法で議事日程（ordre du jour）（30）が記載
される（同デクレ40条１項）。招集後、社員は、提案された議案の文言と
社員への情報提供に必要なすべての書類を会社の本店で閲覧・謄写するこ
とができるほか（同条２項）、これらの書類を自らに郵送するように請求
することもできる（同条３項）。また、総会の議事日程に計算書類の報告
が含まれる場合には、総会の15日前までに、社員への情報提供に必要な
すべての書類（31）を各社員に郵送しなければならない（同デクレ41条前段）。
株式会社の場合と異なり（32）、これらの手続に違反して招集された総会に
（27）　Marsin-Rose, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）.
（28）　Décret n° 78-704 du 3 juillet 1978 relatif à l'application de la loi n° 78-9 du 4 janvier 
1978 modifiant le titre IX du livre III du code civil. 同デクレの第２節の規定（40条お
よび41条を含む）は、「民法典1845条によって定義される会社」（民事会社）に適用
される（同デクレ30条１項）。
（29）　株式会社における総会の招集手続については、早稲田大学フランス商法研究会『注
釈フランス会社法第２巻』（成文堂、1977年）693頁以下、白石智則「仮取締役によ
り招集される総会における議事日程の決定―破毀院商事部2007年２月20日判決」白
鷗法学23巻１号（2016年）88頁以下、同「フランス法における株主提案権」白鷗法
学23巻２号（2017年）145頁以下を参照。
（30）　議事日程とは、社員によって審議および決議することが求められる事項
（question）の一覧のことである。Merle, op. cit. （note 12）, no 525, p. 588.
（31）　民法典1856条に定める会社の業務に関する報告書、監査機関または会計監査役が
存在する場合にはこれらの報告書、提案された議案の文言などである。
（32）　株式会社の場合、議事日程に関する規定（商法典L.225-105条）等に違反して行わ
れた総会決議は無効であり（商法典L.225-121条１項）、手続規定に違反して招集さ
れた総会は無効とすることができる（商法典L.225-104条２項、L.225-121条２項）。
白鷗法学　第23巻２号（通巻第48号）（2017）180
おいてなされた決議の効力に関する規定は置かれていない。しかし、判例
上、一般に、デクレの強行規定が法律の強行規定の延長および適用措置で
ある場合には、その違反も無効原因となることが認められているから（破
毀院混合部2005年12月16日判決（33））、デクレで定める手続規定に違反して
招集された総会は無効になるものと解されている（34）。
（２）総会決議無効の訴えと社員の不利益
無効を主張する者は、瑕疵により受けた不利益（grief）を立証しなけれ
ばならない（民事訴訟法典114条２項前段）。総会決議の無効の訴えについ
ても不利益の立証が必要であることは、すでに判例上認められており（破
毀院混合部2005年12月16日判決（35））、無効を主張する社員は、その瑕疵が
いかなる点において自らに害を与えるかを立証しなければならない（36）。本
判決も、このことを前提として、「主張されている瑕疵によってＹに不利
益は生じなかった」ことを理由に無効の訴えを退けた原審判決を正当とし
ている。
しかし、本件における計算書類等の不送付のように、株主に対する情報
提供に瑕疵があった場合については、計算書類等を会社の本店で閲覧する
ことができる以上（1978年７月３日のデクレ第78-704号40条２項）、社員
に不利益が生じたということを立証するのは難しい。また、不利益が立
証できなければ、当然損害賠償責任を追及することもできない（37）。それゆ
（33）　Cass. mix. 16 décembre 2005, Bull. Joly Sociétés 2006, p. 536.
（34）　Marsin-Rose, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）.
（35）　Cass. mix. 16 décembre 2005, op. cit. （note 33）. 同判決は、招集手続違反につき「不
利益がある場合に」無効となる旨を述べている。また、破毀院商事部2005年４月19
日判決（Cass. com. 19 avril 2005, Bull. civ. 2005, IV, no 96）は、民事会社の業務執行
者がその業務執行を書面で報告する義務を履行しなかった場合に決議を無効とする
ためには、この瑕疵による損害が発生していなければならない旨を判示している。
（36）　Marsin-Rose, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. (note 1）. 
（37）　なお、破毀院商事部2007年10月９日判決（Cass. com. 9 octobre 2007, Rev. 
jurisprudence de droit des affaires 2008, n° 525）は、招集手続の瑕疵について会社
指揮者の損害賠償責任を認めている。Barbièri教授によれば、無効の制裁よりも、
会社指揮者の制裁あるいは履行命令という制裁の方が容易に認められるという。
Barbièri, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）, p. 672.
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え、判例の考え方によれば、このような瑕疵については何らの制裁も課さ
れないおそれがある（38）。
（３）総会に参加しなかった社員による総会決議無効の訴え
会社の社員はすべて集団的決定（décisions collectives）に参加する権利
を有しているが（民法典1844条１項）、本件では、この決定（いわゆる社
員総会）に参加する権利を放棄して総会に欠席した社員が、その総会でな
された決議の無効の訴えを提起することができるか否かが争われている。
この点についておそらく初めて判断したのが、破毀院商事部2007年２
月20日判決（39）であり、同判決は「反対しないことを選択した決定を再び
争うことができない」として、総会に出席しなかった原告株主の無効訴権
を否定した。本判決もこの2007年判決と結論を同じくするが、「集団的決
定に参加しないことを決定した以上、主張されている瑕疵によってＹに不
利益は生じなかった」と述べており、無効訴権が否定される理由を、株主
に不利益が生じないことに求めている（40）。
このような判例の考え方について、学説の評価は完全に分かれている。
2007年判決の評釈者であるHallouin教授は、判例の考え方を厳しく批判
する。無効の訴えを提起する権利は、株主の資格に結び付けられるもので
あり、その株主が総会に参加したか否かは関係がなく、訴権の放棄を総会
への不参加から導くことは不可能だからである（41）。
これに対し、本判決の評釈者であるMarsin-Rose博士は、判例の考え方
を高く評価する。「不利益なければ無効なし（pas de nullité sans grief）」
（38）　このことを指摘するものとして、Marsin-Rose, note sous Cass. com. 21 juin 2011, 
op. cit. （note 1）.
（39）　Cass. com. 20 février 2007, Bull. Joly Sociétés 2007, p. 749, note Claude Hallouin. 同
判決については、白石・前掲注（29）白鷗法学23巻１号85頁以下を参照。
（40）　2007年判決は株式会社に関するものであるが、この考え方はすべての会社に適用
されうるという。Mortier, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）.
（41）　Hallouin, note sous Cass. com. 20 février 2007, op. cit. （note 39）, p. 752. さらに
Hallouin教授は、「沈黙と棄権は、社員が有する特権を奪うものではない。無効訴権
の行使を放棄する意思の表明はなかった」という。
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という原則は、不誠実な社員による不適切な訴えを阻止することができ
るし、これによれば会社の利益と社員の利益との間の正当なバランスを
はかり、第三者の法的安全を保護するために決議の無効を制限すること
も可能となるからである（42）。また、同じく本判決の評釈者であるBarbièri
教授も、「欠席者はその責めを負うべきである（ce sont les absents qui ont 
tort）」として、総会に参加しなかった社員による無効の主張と責任追及
を否定する考え方に賛同する（43）。
判例はこれまで、社員が自ら賛成の議決権行使をした決議についても無
効の訴えの提起ができることを認めてきた（破毀院商事部2003年11月13
日判決（44）、パリ控訴院2003年２月28日判決（45）、パリ控訴院2012年12月４日
判決（46））（47）。さらに、ある社員についての招集に関する瑕疵を他の社員が
主張することもできるという判決も存在する（破毀院第３民事部1998年
10月21日判決（48））。これらの判決はいずれも、無効の訴えを提起した社員
が不利益を受けたか否かについては特に判断していなかった。このような
場合についても本判決のように不利益要件を厳格に求めれば、無効の訴え
（42）　Marsin-Rose, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）.
（43）　Barbièri, note sous Cass. com. 21 juin 2011, op. cit. （note 1）, p. 672.
（44）　Cass. com. 13 novembre 2003, Rev. sociétés 2004, p. 97.  同判決は、民事会社の特別
総会が全員一致により可決した社員の義務を増加させる決議につき、代理出席によ
りこの議案に賛成した社員がその無効を求めることを認めた原審の判断を正当と判
示している。
（45）　CA Paris 28 février 2003, Bull. Joly Sociétés 2003, p. 795. 同判決は、自ら賛成の議決
権行使をした定款の変更につき、情報が適切に与えられていなかった多数派による
無効の訴えを認めている。
（46）　CA Paris 4 décembre 2012, Dr. sociétés 2013, no 45.  同判決は、自らの退社について
の賛成の議決権行使は、その者による無効の請求を禁止するものではないと判示し
ている。
（47）　これらの判決のほか、破毀院審理部1934年７月３日判決（Cass. req. 3 juillet 1934, 
D. H. 1934, p. 426）および破毀院第３民事部2000年７月19日判決（Cass 3e civ. 19 
juillet 2000, Dr. sociétés 2000, no 170）を参照。
（48）　Cass. 3e civ. 21 octobre 1998, JCP éd. E 1999, p. 85. 同判決は、不動産民事会社
（SCI）についてそのような結論を認めており、Merle教授によれば、この考え方は
商事会社にも当てはまるという。Merle, op. cit. （note 12）, no 526, p. 590.
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の提起は認められないという結論に至りそうであるが、この点については
本判決の射程ではない。
（本学法学部准教授）
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